
《地域と学校を結ぶ試み》

地域の力を学校へ

～「しが学校支援センター」の設置と学校支援ディレクターの取組～

滋賀県では、地域の人々や企業・団体・ＮＰＯ等が学校を支援する仕組みづくりを推

進し 「しが学校支援センター」を立ち上げるとともに、学校支援ディレクターを設、

置して、学校と地域の人々を結ぶ取組を展開している。教員研修の際に、登録団体に

よる「学校支援メニューフェア」を同時開催して、教員に企業等による出前授業等の

支援メニューを実際に体験してもらったり、インターネットを活用して学校支援のメ

ニューを情報発信したりするなど、多彩な取組で学校が「働く人々」に出会う場を提

供している。

１ 滋賀県における学校支援の取組

滋賀県では、完全学校週５日制がスタートした平成１４年度を「子どもの世紀元年」と

位置づけ、身近な地域で様々な大人が関わり、子どもの体験活動の充実等を行い、社会全

体で子どもの育ちを支える環境づくりを整備するため 「しが子どもの世紀３カ年プロジ、

ェクト」事業を立ち上げた。

その事業において、全ての公立学校に「学校と地域を結ぶコーディネート担当者」を校

務分掌で位置づけ、学校と地域の連携の推進に努めている。

各学校では、総合的な学習の時間をはじめ、各教科等において地域の方が学習に関わっ

ていることが増えている。

地域の方にとっては、学んだことや経験を生かすことにつながり、学校にとっても、専

門的な知識や技能の伝達や様々な人との交流により、子どもの成長に良い影響を与えるこ

とになり、双方にとってメリットがある。

そこで、県では、学校と地域の連携、学校支援を進めるため、平成１９年度から、専門

的な知識や技能を持った地域の人々・企業・団体等（支援者）が学校を支援する仕組みづ

くりの推進を目的に「地域の力を学校へ」推進事業に取り組んでいる。

生涯学習課内に「しが学校支援センター」を設置し、学校支援ディレクターを１名配置

して、学校と支援者のコーディネートをし、下記の活動を行い、連携授業を進めている。

平成２１年度からは、しが学校支援センターにさらに推進員を１名配置した。



２ 学校支援ディレクターの活動

学校には、外部からの支援によって、授業で学びを深めたい、こんなことがしてみたい

等の思いがある。しかし、校区内の支援者についての情報はあるが、学区外の情報につい

ては十分把握していないことがある。

一方、支援者は、専門的な知識や経験・技能を子どもたちに伝えたい、地域に貢献した

い、という思いがあるが、学校が何を望んでいるか（ニーズ 、どのように連携をとって）

いけばよいかの課題がある。

そこで、両者を結びつけ、コーディネートをするために、次の活動を行っている。

（１）情報収集

、 、学校支援のコーディネートを行うために どういう方がどのように支援してくださるか

学校への出前授業や工場見学受入等の「学校支援メニュー」を把握していかなければなら

ない。そのため、まず、学校支援に関する新聞記事等で情報の収集に努めた。

新聞等には、出前授業や見学受け入れの記事につ

いての掲載が多数あり、その情報をもとに、企業・

団体等に直接、問い合わせを行った。特に、企業に

おいては、社会的責任（ＣＳＲ）として子どもの学

校支援を行う気運が高まっていることもあり、企業

からのメニュー登録が増えていった（図１ 。）

さらに 知事部局の県庁各課にも照会をかけ 学、 、「

校支援メニュー」の分野は、食育、自然・環境、福

祉・ボランティアなど多岐にわたるようになった。

また、県では「家庭の教育に企業の力を」ということで、平成１８年度から 「滋賀県家、

庭教育協力企業協定制度（しがふぁみ 」を創設し、家庭教育や子どもの体験活動に支援）

していただく企業と協定を結んでいる。その協定締結企業に「学校支援メニュー」への登

録も呼びかけている。

（２）情報提供

本事業の初年度（平成１９年度）は、学校への周知を図るため、県内の全市町教育委員

会（当時２６市町）を訪問した。

また 「学校と地域を結ぶコーディネート担当者」の新任研修を生涯学習課で実施して、

おり、そこで「学校支援メニュー」や連携授業の実践例を紹介している。

さらに 「学校支援メニュー」が増えてきたことや、当日の連携の様子など広く情報提、

供を行うため、滋賀県学習情報システム「におねっと」でも発信している。

（http://www.nionet.jp/）
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図１学校支援メニュー提供者の内訳

(n=106)



「学校支援メニュー」登録数についての推移は下記の通り年々増加している。

平成（年度） 登録団体数 メニュー数

１９ ７４ ９９

２０ ９４ １３８

※２１年度は１月２５日現在２１ １０６ １５７

（３ 「学校支援メニューフェア」の開催～教員と支援者との出会いの場～）

企業・団体等の支援者が教員に直接「学校支援メ

ニュー」を紹介する場として 「学校支援メニュー、

」 。 、 、フェア を開催した これは 環境教育や国際理解

文化・芸術、食育などのテーマごとにブースを設置

し、出前授業の内容や教材などのメニューを紹介す

るものである。

（４）学校と支援者とのコーディネートの実際

学校と支援者とのコーディネートは下記の流れで

行っている。

まず、学校から依頼・相談が入る際、それまでの授業の流れや今回希望する連携授業につ

いて、授業の予定日時、学年やクラス数などを把握する（① 。そして、支援者に問い合）

（ ）、 （ ）。 、 （ ）。わせ ② 提案等いただく ③ その内容を学校に伝え 両者の思いを調整する ④

その後、両者で授業の詳細等、打ち合わせを行ってもらい（⑤ 、授業当日は必ず学校に）

行っている。

実際のコーディネート数は、平成１９年度１０校、２０年度２７校であり、２１年度は

約３０校を超える予定である。
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図２ コーディネートの仕組
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３ 成果と課題

本事業に取り組んだ当初、前例がなく何もかも初めてのことだったため、特に情報収集

においては大変苦労した。しかし、企業・団体等の担当者の方に話を聞いていただけるよ

う、相手の取組やＣＳＲの部署を調べるなどして、問い合わせると、スムーズに話が進め

られた。

メニュー登録が増えるに伴い、学校からの相談・依頼数は、２年目で１００件を越え、

学校支援ディレクターの配置により、学校にとって、手軽に情報が得られること、学校支

援の仕組が整理されていることで外部との連携の一歩が踏み出しやすくなっている。

一方、研修会に参加の教員は

限られているため、学校訪問を

行ったり 「しが学校支援セン、

ター」のリーフレットを全ての

公立学校へ配布することにより

本事業の周知に努めている。

本事業は学校の要望に対応す

るものであり、メニュー内容に

よって授業の依頼数に差がある

のも事実である 「学校支援メ。

ニューフェア」は、支援者にと

っても直接学校のニーズ等を探

る場となっている。また、学校

行事やカリキュラムの関係で依頼の時期が重なることがあり、依頼どおりにコーディネー

トできないことも課題となってる。

支援者の内訳は、平成１９、２０年度共に地域住民が一番多く、次いで保護者である。

また 企業からの支援の割合は約２倍に増加した 図３ 教員調査 ｎ＝１２１ で 企、 （ ） （ ） 、「

業・団体等外部からの支援があると 教育活動は充実すると思うか と尋ねたところ と、 」 、「

てもそう思う （４５％ 「そう思う （５５％）と成果が実感されていた。」 ） 」

連携授業後の児童・生徒への調査によると、連携授業は「とても楽しかった、楽しかっ

た」とする感想や、理解についても「とてもよくわかった、わかった」との回答が９割近

く、児童・生徒も意欲・理解度が高まっていると考えられる。

社会全体で学校を支援していこうというこれらの取組は、県全体の学校教育がより活性

化することにつながり、子どもの育ちに大事なことである。

今後も、学校への周知を図っていくとともに本事業の充実のため、企業や団体、各種機

関、また行政の他部局とも連携を深め、学校支援の活動に取り組んでいく必要がある。

（滋賀県教育委員会事務局生涯学習課 北島 泰雄

学校支援ディレクター 上等 根美）

図３ どのような方から支援を受けているか

（教員対象・複数回答）
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出典： 学校におけるキャリア教育支援に向けて－協働で取り組むカリキュラムづくりを「

目指して－ （国立教育政策研究所 学校におけるキャリア教育に関する総合的研究 56」

頁-59頁 平成22年（2010年）３月）


